


















該当事項はありません。 

  

  

 
  

【継続企業の前提に関する注記】

【重要な会計方針】

項目
当事業年度

(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

２ 固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物          10年 

 器具備品     ３年～８年

(2)無形固定資産

定額法によっております。但し、ソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

３ 繰延資産の処理方法 創立費・開業費

支出時に全額費用処理しております。

４ 引当金の計上基準 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労

金内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によ

っております。
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 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加      1,036株 

 子会社所有当社株式の買取りによる増加  14,377株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の売渡しによる減少       211株 

  

【注記事項】

(貸借対照表関係)

当事業年度

(平成21年８月31日)

※１ （関係会社に対する資産及び負債）

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりでありま

す。

未収入金            0百万円

未払金             3百万円

(損益計算書関係)

当事業年度

(自 平成20年９月１日
 至 平成21年８月31日)

※１ 各科目に含まれている関係会社に係るものは、次のとおりであります。

受取配当金          703百万円

経営指導料          390百万円

販売費及び一般管理費      3百万円

受取手数料           1百万円

(株主資本等変動計算書関係)

当事業年度（自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日）

株式の種類
前事業年度末

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当事業年度末

(株)

 普通株式 － 15,413 211 15,202
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子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  

 
  

当事業年度（自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日） 

「連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）」における記載と同一であるため、記載しておりません。 

  

(有価証券関係)

当事業年度（平成21年８月31日現在）

(税効果会計関係)

当事業年度

(平成21年８月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 繰延税金資産(流動)

  未払事業税                    4百万円

  繰延税金資産合計(流動)              4百万円

 繰延税金資産(固定)

  役員退職慰労引当金                9百万円

  一括償却資産                   0百万円

  繰延税金資産合計（固定）             10百万円

 繰延税金資産の合計                 14百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった

主な項目別の内訳

 法定実効税率                     40.7％

  （調整）

  交際費等永久に損金に算入されない項目         0.1％

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目     △36.6％

  その他                        0.1％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率           4.3％

(企業結合等関係)
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(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注) ２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

 
  

(2) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

項目
当事業年度

(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日)

１株当たり純資産額 1,768円93銭

１株当たり当期純利益 53円30銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 －円－銭

項目
当事業年度

(平成21年８月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 24,853

普通株式に係る純資産額（百万円） 24,853

差額の主な内訳（百万円） －

普通株式の発行済株式数（千株） 14,065

普通株式の自己株式数（千株） 15

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株） 14,049

項目
当事業年度

(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日)

損益計算書上の当期純利益（百万円） 748

普通株式に係る当期純利益（百万円） 748

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,050

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

平成17年11月26日開催の定時株主総会決議

ストックオプション（新株予約権）

     普通株式 462,946株

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。 

  

  

 
(注) 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
  

  

 
  

④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

(百万円)

当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累

計額

(百万円)

当期償却額

(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産

 建物 － 1 － 1 0 0 1

 器具備品 － 12 － 12 3 3 9

 有形固定資産計 － 14 － 14 3 3 10

無形固定資産

 ソフトウエア － 16 － 16 2 2 14

 無形固定資産計 － 16 － 16 2 2 14

 長期前払費用 － 1 － 1 0 0 1

建物 本社改装工事 １百万円

器具備品 会計システム導入 ８百万円

ソフトウエア 会計ソフト導入 ８百万円

長期前払費用 ロゴマークデザイン料 １百万円

【引当金明細表】

区分
前期末残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

（目的使用）

(百万円)

当期減少額

（その他）

(百万円)

当期末残高

(百万円)

役員退職慰労引当金 － 23 － － 23
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① 現金及び預金 

 
  

② 関係会社株式 

 
  

(2) 【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円）

現金 －

預金

普通預金 361

別段預金 3

計 365

合計 365

区分 金額（百万円）

（子会社株式）

ウエルシア関東株式会社 15,937

株式会社高田薬局 8,375

合計 24,313

83



株式移転により当社の完全子会社となったウエルシア関東株式会社の、最近２事業年度に係る財務諸

表は以下のとおりであります。 

(3) 【その他】

   (財務諸表等)

(1) 財務諸表
① 貸借対照表

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度 
(平成21年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,526 3,482

 ２ 売掛金 1,888 2,019

 ３ 商品 12,722 13,121

 ４ 貯蔵品 73 88

 ５ 前払費用 485 514

 ６ 繰延税金資産 899 641

 ７ 未収入金 407 409

 ８ その他 727 221

   貸倒引当金 △1 △1

   流動資産合計 21,729 40.2 20,497 37.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 7,640 9,012

    減価償却累計額 ※４ 2,001 5,639 2,413 6,599

  (2) 構築物 1,016 1,117

    減価償却累計額 ※４ 471 544 551 565

  (3) 機械及び装置 1 1

    減価償却累計額 ※４ 1 0 1 0

  (4) 車両運搬具 1 1

    減価償却累計額 1 0 1 0

  (5) 器具備品 1,140 1,244

    減価償却累計額 ※４ 841 298 909 335

  (6) 土地 ※１ 2,622 2,627

  (7) リース資産 2,714 3,747

    減価償却累計額 185 2,529 400 3,346

  (8) 建設仮勘定 701 105

   有形固定資産合計 12,336 22.8 13,580 24.7

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 199 123

  (2) 借地権 28 28

  (3) ソフトウェア 125 119

  (4) リース資産 142 183

  (5) 電話加入権 20 20

   無形固定資産合計 515 1.0 475 0.9
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前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度 
(平成21年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 123 142

  (2) 関係会社株式 ※１ 10,870 11,563

  (3) 出資金 16 16

  (4) 関係会社長期貸付金 55 36

  (5) 長期前払費用 531 528

  (6) 繰延税金資産 355 503

  (7) 敷金保証金 7,199 7,169

  (8) その他 271 389

   投資その他の資産合計 19,423 36.0 20,349 37.1

   固定資産合計 32,276 59.8 34,405 62.7

   資産合計 54,005 100.0 54,903 100.0
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前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度 
(平成21年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

 (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 16,554 16,256

 ２ 短期借入金 ※１ 750 730

 ３ 一年内返済予定 
   長期借入金

※１ 2,643 2,993

 ４ リース債務 301 464

 ５ 未払金 774 734

 ６ 未払費用 715 924

 ７ 未払法人税等 1,427 988

 ８ 未払消費税等 131 74

 ９ 前受金 21 22

 10 預り金 125 62

 11 ポイント引当金 1,058 1,264

 12 その他 435 329

   流動負債合計 24,938 46.2 24,844 45.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 10,365 9,919

 ２ リース債務 1,008 1,429

 ３ 退職給付引当金 160 184

 ４ 役員退職慰労引当金 268 272

 ５ その他 425 673

   固定負債合計 12,228 22.6 12,479 22.7

   負債合計 37,167 68.8 37,323 68.0

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,115 5.8 3,115 5.7

 ２ 資本剰余金

     資本準備金 3,964 3,964

   資本剰余金合計 3,964 7.3 3,964 7.2

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 16 16

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金    3,323 3,323

    繰越利益剰余金    6,423 7,148

   利益剰余金合計 9,763 18.1 10,488 19.1

   株主資本合計 16,842 31.2 17,567 32.0

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

△4 △0.0 11 0.0

   評価・換算差額等合計 △4 △0.0 11 0.0

   純資産合計 16,838 31.2 17,579 32.0

   負債純資産合計 54,005 100.0 54,903 100.0
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② 損益計算書

前事業年度
(自 平成20年３月１日 
 至 平成21年２月28日)

当事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 117,492 100.0 67,918 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品たな卸高 11,844 12,722

 ２ 当期商品仕入高 84,812 48,944

    合計 96,656 61,667

 ３ 期末商品たな卸高 12,722 83,934 71.4 13,121 48,545 71.5

   売上総利益 33,558 28.6 19,372 28.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 150 53

 ２ 給料手当 10,984 6,623

 ３ 退職給付費用 38 25

 ４ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

19 4

 ５ 法定福利費 1,028 610

 ６ 福利厚生費 79 35

 ７ 広告宣伝費 2,139 1,320

 ８ 荷造運賃 64 35

 ９ 販売手数料 983 665

 10 水道光熱費 1,302 652

 11 消耗品費 540 304

 12 租税公課 358 217

 13 支払手数料 2,614 1,508

 14 リース料 892 393

 15 賃借料 4,912 2,711

 16 修繕費 190 118

 17 減価償却費 1,045 730

 18 のれん償却額 151 75

 19 その他 1,217 28,714 24.5 666 16,753 24.6

   営業利益 4,843 4.1 2,619 3.9
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前事業年度
(自 平成20年３月１日 
 至 平成21年２月28日)

当事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息及び配当金 ※１ 49 45

 ２ 家賃収入 15 28

 ３ 広告宣伝用資産受贈益 54 43

 ４ 自動販売機設置手数料 65 35

 ５ フランチャイズ収入 25 10

 ６ 協賛金収入 111 28

 ７ 事務受託手数料 ※１ 29 17

 ８ 保険金収入 2 2

 ９ 保険返戻金 31 －

１０  その他 67 451 0.4 37 248 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 101 89

 ２ その他 33 135 0.1 13 102 0.2

   経常利益 5,159 4.4 2,764 4.1

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 12 －

 ２ 消費税更正還付金 396 －

 ３ 貸倒引当金戻入額 － 0

 ４ 国庫補助金収益 － 0

 ５ その他 1 410 0.3 － 0 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 店舗閉鎖整理損 ※３ 98 12

 ２ 固定資産除却損 ※４ 13 29

 ３ 減損損失 ※５ 104 397

 ４ 投資有価証券売却損 15 6

 ５ 投資有価証券評価損 89 －

 ６ たな卸資産評価損 298 －

 ７ その他 3 621 0.5 2 449 0.7

   税引前当期純利益 4,947 4.2 2,315 3.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

2,547 916

   法人税等調整額 △369 2,178 1.8 99 1,016 1.5

   当期純利益 2,769 2.4 1,299 1.9
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前事業年度(自 平成20年３月１日 至 平成21年２月28日) 

 
  

 
  

③ 株主資本等変動計算書

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成20年２月29日残高(百万円) 3,110 3,959 0 3,959

事業年度中の変動額

 新株の発行 4 4 4

 剰余金の配当

 当期純利益

 株式移転に伴う自己株式の処分 △0 △0

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 その他有価証券評価差額(純額)  

事業年度中の変動額合計(百万円) 4 4 △0 4

平成21年２月28日残高(百万円) 3,115 3,964 － 3,964

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

利益剰余金
 合計 別途 

 積立金
繰越利益
 剰余金

平成20年２月29日残高(百万円) 16 3,323 3,982 7,322 △23 14,368

事業年度中の変動額

 新株の発行 9

 剰余金の配当 △328 △328 △328

 当期純利益 2,769 2,769 2,769

 株式移転に伴う自己株式の処分 △0 △0 31 30

 自己株式の取得 △9 △9

 自己株式の処分 1 1

 その他有価証券評価差額(純額) ー

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 2,440 2,440 23 2,473

平成21年２月28日残高(百万円) 16 3,323 6,423 9,763 － 16,842

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証
 券評価差額金

評価・換算
 差額等合計

平成20年２月29日残高(百万円) △1 △1 14,367

事業年度中の変動額

 新株の発行 9

 剰余金の配当 △328

 当期純利益 2,769

 株式移転に伴う自己株式の処分 30

 自己株式の取得 △9

 自己株式の処分 1

 その他有価証券評価差額(純額)  △3 △3 △3

事業年度中の変動額合計(百万円) △3 △3 2,470

平成21年２月28日残高(百万円) △4 △4 16,838
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当事業年度(自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成21年２月28日残高(百万円) 3,115 3,964 3,964

事業年度中の変動額

 剰余金の配当

 当期純利益

 その他有価証券評価差額(純額)  

事業年度中の変動額合計(百万円) － － －

平成21年８月31日残高(百万円) 3,115 3,964 3,964

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成21年２月28日残高(百万円) 16 3,323 6,423 9,763 16,842

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △574 △574 △574

 当期純利益 1,299 1,299 1,299

 その他有価証券評価差額(純額) ー

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 724 724 724

平成21年８月31日残高(百万円) 16 3,323 7,148 10,488 17,567

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成21年２月28日残高(百万円) △4 △4 16,838

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △574

 当期純利益 1,299

 その他有価証券評価差額(純額)  16 16 16

事業年度中の変動額合計(百万円) 16 16 741

平成21年８月31日残高(百万円) 11 11 17,579

90



  
④ キャッシュ・フロー計算書

前事業年度
(自 平成20年３月１日 
 至 平成21年２月28日)

当事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益 4,947 2,315

 ２ 減価償却費 1,046 730

 ３ 減損損失 104 397

 ４ のれん償却額 151 75

 ５ ポイント引当金の増加額 198 206

 ６ 退職給付引当金の増加額 35 23

 ７ 役員退職慰労引当金の増加額 9 4

 ８ 受取利息及び配当金 △49 △45

 ９ 支払利息 101 89

 10 固定資産売却益 △12 －

 11 固定資産除却損 13 29

 12 建設協力金と相殺した賃借料 442 260

 13 投資有価証券売却益 △1 －

 14 投資有価証券評価損 89 －

 15 投資有価証券売却損 15 6

 16 固定資産受贈益 △54 △43

 17 売上債権の増加額 △596 △130

 18 たな卸資産の増加額 △891 △414

 19 仕入債務の増加額 3,673 △298

 20 未払消費税等の増加(△は減少)額 30 △57

 21 その他 576 △32

    小計 9,830 3,116

 22 利息及び配当金の受取額 49 45

 23 利息の支払額 △101 △87

 24 法人税等の支払額 △2,531 △1,305

   営業活動によるキャッシュ・フロー 7,246 1,768
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前事業年度
(自 平成20年３月１日 
 至 平成21年２月28日)

当事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △2,874 △1,132

 ２ 有形固定資産の売却による収入 49 －

 ３ 無形固定資産の取得による支出 △52 △37

 ４ 関係会社株式の取得による支出 △9,376 △716

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △1 △0

 ６ 投資有価証券の売却による収入 12 23

 ７ 敷金の差入による支出 △1,855 △558

 ８ 敷金の返還による収入 72 17

 ９ 短期貸付金の増減 △449 316

 10 貸付による支出 △107 －

 11 貸付金の回収による収入 47 17

 12 その他 54 156

   投資活動によるキャッシュ・フロー △14,481 △1,912

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 △250 △20

 ２ 長期借入れによる収入 11,940 1,016

 ３ 長期借入金の返済による支出 △1,866 △1,112

 ４ 社債の償還による支出 △20 △10

 ５ 株式の発行による収入 9 －

 ６ 自己株式の売却による収入 1 －

 ７ 自己株式の取得による支出 △9 －

 ８ ファイナンス・リース債務の返済による
      支出

△165 △198

 ８ 配当金の支払額 △331 △574

   財務活動によるキャッシュ・フロー 9,308 △899

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△は減少） 2,073 △1,043

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,453 4,526

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,526 3,482
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

  移動平均法による原価法

その他有価証券

 a 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しており

ます。

子会社株式

       同左

その他有価証券

 a 時価のあるもの

        同左

 b 時価のないもの 

   移動平均法による原価法

 b 時価のないもの 

        同左

２ デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法

時価法 ――――――――

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

a 商品 

売価還元法による原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法）

b 貯蔵品 

最終仕入原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）

a 商品

同左 

 

b 貯蔵品

同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。但し、平

成10年４月以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

  建物      10年～39年

  構築物     ８年～18年

  機械装置       ７年

  車輌運搬具      ５年

  器具備品    ３年～20年

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

       同左

  

   

   

   

    

   

    

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。但し、ソ

フトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同左

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっており

ます。なお、リース取引会計基準の

改正適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(3) リース資産 

     同左

(4) 長期前払費用 

 定額法によっております。

(4) 長期前払費用 

        同左
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項目
前事業年度

(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

同左

(2) ポイント引当金 (2) ポイント引当金

ポイントカードにより、顧客に付与

したポイントの使用に備えるため、

過去の利用実績に基づいて将来発生

されると見込まれる額を計上してお

ります。 

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

に基づき、計上しております。

数理計算上の差異については、各期

の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(８年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期より費用

処理しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

特例処理の条件を満たしている金利

スワップについては、特例処理を採

用しています。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

    ――――――――

  (ヘッジ手段) 金利スワップ 

  (ヘッジ対象) 借入金

(3) ヘッジ方針

金利リスクの低減ならびに金融収支

改善のため、対象債務の範囲内でヘ

ッジを行っております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、要求払預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に満期日の到来する短期投資か

らなります。

        同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理の方法 

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理の方法

同左
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会計処理の変更

前事業年度
(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

（有価証券の評価方法）         ――――――――

 有価証券の評価方法については、従来、総平均法

によっておりましたが、当事業年度より移動平均法

に変更しております。 

 この変更は、寺島薬局株式会社の連結子会社化を

機に親会社及び連結子会社の会計方針の統一を図る

ため有価証券の評価方法の見直しを行った結果、売

却損益を適時に把握することを目的としたものであ

ります。 

この変更に伴う損益に与える影響はありません。

（リース取引に関する会計基準）         ――――――――

 「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準

第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成19年３

月30日企業会計基準適用指針第16号）が平成19年４

月１日以降に開始する事業年度から適用できること

になったことに伴い、当事業年度から同会計基準及

び同適用指針を適用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引

き続き採用しております。 

 当該変更により貸借対照表については、有形固定

資産が2,360百万円、無形固定資産142百万円増加

し、投資その他資産が1,271百万円減少しておりま

す。また、流動負債が301百万円、固定負債1,008百

万円増加しております。なお、損益に与える影響は

軽微であります。

（棚卸資産の評価に関する会計基準）         ――――――――

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準 第９号平成18年７月５日）が平成20年３月31

日以前に開始する事業年度に係る財務諸表から適用

できることになったことに伴い、当事業年度から同

会計基準を早期適用しております。 

 これにより営業利益及び経常利益は466百万円、

税引前当期純利益は764百万円減少しております。 
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年２月28日)

当事業年度 
(平成21年８月31日)

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

   (担保に供している資産)

建物 105百万円

土地 582百万円
関係会社株式 9,377百万円

合計 10,066百万円

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

    (担保に供している資産)

建物 256百万円

土地 1,311百万円
関係会社株式 10,093百万円

合計 11,682百万円

    (上記に対応する債務)

短期借入金 －百万円

長期借入金 8,799百万円
(一年内返済予定分を含む)

合計 8,799百万円

    (上記に対応する債務)

短期借入金 480百万円

長期借入金 8,611百万円
(一年内返済予定分を含む)

合計 9,091百万円

※２ 偶発債務

   債務保証

    次の関係会社について、金融機関からの借入に

対して債務保証を行っております。

保証先 金額（百万円） 内容

e welciaヤマト㈱ 9 借入債務

※２ 偶発債務

   債務保証

    次の関係会社について、金融機関からの借入に

対して債務保証を行っております。

保証先 金額（百万円） 内容

e welciaヤマト㈱ 5 借入債務

※３ 財務制限条項

 当社は、事業資金の効率的な調達を行うため、財

務制限条項付特定融資枠契約（シンジケート・ロー

ン）を締結しており、その内容は下記のとおりであ

ります。

 なお、財務制限条項に抵触した場合、シンジケー

ト団の多数貸付人からの要請があれば、期限の利益

を失い、直ちに借入金の全額ならびに利息及び精算

金等を支払う義務を負うことになっております。

※３ 財務制限条項

同左
  
 
  
 

(1) 株式会社みずほ銀行を主幹事とする

   平成17年１月21日付シンジケートローン契約

  ① 特定融資枠契約の総額

   2,500百万円

  ② 当事業年度末借入残高

    625百万円

(1) 株式会社みずほ銀行を主幹事とする

  平成17年１月21日付シンジケートローン契約

  ① 特定融資枠契約の総額

      2,500百万円

  ② 当事業年度末借入残高

       312百万円

  ③ 財務制限条項

 各決算期末日及び中間決算の日において、貸

借対照表（連結・単体ベースの両方）の純資産

の部の金額を平成16年８月決算期末日における

純資産の部80％以上に維持すること、及び損益

計算書（連結・単体ベースの両方）の経常損益

について２期連続して損失を計上しないこと。

  ③ 財務制限条項

 各決算期末日の日において、貸借対照表の純

資産の部の金額を平成16年８月決算期末日にお

ける純資産の部80％以上に維持すること、貸借

対照表上の有利子負債の金額を400億円以下とす

ること、及び損益計算書の経常損益について２

期連続して損失を計上しないこと。

(2) 株式会社みずほ銀行を主幹事とする 

   平成20年７月31日付シンジケートローン契約 

    ① 特定融資枠契約の総額 

            5,000百万円 

     ② 当事業年度末借入残高 

            5,000百万円

(2) 株式会社みずほ銀行を主幹事とする 

    平成20年７月31日付シンジケートローン契約 

     ① 特定融資枠契約の総額 

            5,000百万円 

     ② 当事業年度末借入残高 

            5,000百万円

 ③ 財務制限条項 

  各決算期末日の日において、貸借対照表の純

資産の部の金額を平成20年２月決算期末日にお

ける純資産の部80％以上に維持すること、及び

損益計算書の経常損益について２期連続して損

失を計上しないこと。

③ 財務制限条項 

  各決算期末日の日において、貸借対照表の純

資産の部の金額を平成20年２月決算期末日にお

ける純資産の部80％以上に維持すること、貸借

対照表上の有利子負債の金額を400億円以下と

すること、及び損益計算書の経常損益について

２期連続して損失を計上しないこと。

※４ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。

※４                  同左  
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております

関係会社よりの事務受託手数料 29百万円

関係会社よりの受取利息 1百万円

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております

関係会社よりの事務受託手数料 17百万円

関係会社よりの受取利息 0百万円

※２ 固定資産売却益の内訳

土地 10百万円

建物 2百万円

計 12百万円

 

※２       ――――――――

※３ 店舗閉鎖整理損の内訳

敷金保証金 62百万円

撤去費用 35百万円

計 98百万円

※３ 店舗閉鎖整理損の内訳

敷金保証金 8百万円

撤去費用 3百万円

計 12百万円

※４ 固定資産除却損の内訳

建物 4百万円

構築物 0百万円

器具備品 8百万円

計 13百万円

※４ 固定資産除却損の内訳

建物 29百万円

構築物 0百万円

器具備品 0百万円

計 29百万円

 

※５ 当事業年度において当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

場所 埼玉県、千葉県、茨城県

用途 ドラッグストア事業用店舗等

種類 リース資産、建物等

金額

リース資産      51百万円

 建物         42百万円

その他         10百万円

 当社は、減損損失の算定にあたり、他の資産又

は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位

として、主として店舗を基本単位として資産のグ

ルーピングを行っております。  

 当事業年度において、営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスとなっている資産グループに

ついて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（104百万円）として特別損失

に計上しております。  

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額又は使用価値により測定しております。

 

※５ 当事業年度において当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

場所 茨城県、東京都、新潟県他

用途 ドラッグストア事業用店舗等

種類 リース資産、建物等

金額

リース資産      282百万円

建物         104百万円

その他        10百万円

 当社は、減損損失の算定にあたり、他の資産又

は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位

として、主として店舗を基本単位として資産のグ

ルーピングを行っております。  

 当事業年度において、営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスとなっている資産グループに

ついて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（397百万円）として特別損失

に計上しております。  

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額又は使用価値により測定しております。
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１ 発行済株式に関する事項 

 
(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

株式分割による増加             1,044,115株 

  
  

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加         3,528株 

株式分割による増加                 1,041株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

株式移転による親会社株式への振替        14,377株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成20年３月１日 至 平成21年２月28日)

株式の種類 前事業年度末 
(株)

増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 10,441,159 1,047,839 － 11,488,998

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 
（株）

増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 10,415 4,569 14,984 －

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年４月17日 

取締役会
普通株式 156 15 平成20年２月29日  平成20年５月28日

平成20年10月17日 

取締役会
普通株式 172 15 平成20年８月31日  平成20年11月13日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年４月28日 

取締役会
普通株式 利益剰余金 574 50 平成21年２月28日  平成21年５月25日
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当事業年度(自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 

 

  

   該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 

  

  

株式の種類 前事業年度末 
（株）

増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 11,488,998 － － 11,488,998

２ 自己株式に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年４月28日 

取締役会
普通株式 574 50 平成21年２月28日  平成21年５月25日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年10月20日 

取締役会
普通株式 利益剰余金 229 20 平成21年８月31日 平成21年11月24日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成21年２月28日)

現金及び預金勘定 4,526百万円

現金及び現金同等物 4,526百万円
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成21年８月31日)

現金及び預金勘定 3,482百万円

現金及び現金同等物 3,482百万円
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

１ 所有権移転外ファイナンス・リース取引（通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっているも

の。）

（借主側）
  (1) リース資産の内容
  ① 有形固定資産

主として建物、ＰＯＳレジ及びゴンドラ什器（器
具備品）であります。

  ② 無形固定資産
主としてＰＯＳレジ用ソフトウェアであります。

  (2) リース資産の減価償却の方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。

１ 所有権移転外ファイナンス・リース取引（通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっているも

の。）

（借主側）
 (1) リース資産の内容

同左
   

 
 
   
 (2) リース資産の減価償却の方法

同左

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引（新リース

会計基準適用開始前の通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっているもの。）

（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相

当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

建物 6,789 1,949 13 4,826

車両運搬具 4 4 － 0

器具備品 2,630 1,078 198 1,354

ソフトウエア 801 281 － 520

合計 10,227 3,383 211 6,631

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引（新リース

会計基準適用開始前の通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっているもの。）

（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相

当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

建物 6,789 2,180 182 4,426

車両運搬具 4 4 － －

器具備品 2,367 1,159 213 994

ソフトウエア 801 373 － 428

合計 9,963 3,718 396 5,849

 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

   未経過リース料期末残高相当額
１年内 1,194百万円
１年超 5,598百万円
合計 6,793百万円
リース資産減損勘定の残高 90百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

  未経過リース料期末残高相当額
１年内 1,127百万円
１年超 4,909百万円
合計 6,037百万円
リース資産減損勘定の残高 345百万円

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定取崩、減価  

  償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

  ① 支払リース料 1,106百万円

 ② リース資産減損勘定取崩 52百万円

  ③ 減価償却費相当額 1,071百万円

 ④ 支払利息相当額 30百万円

 ⑤ 減損損失 51百万円

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定取崩、減価 

  償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

① 支払リース料 785百万円

② リース資産減損勘定取崩 27百万円

③ 減価償却費相当額 774百万円

④ 支払利息相当額 12百万円

⑤ 減損損失 282百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分については利息

法によっております。

３ オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引の内解約不能のもの

に係る未経過リース料
１年内 2,017百万円
１年超 22,438百万円
合計 24,456百万円
上記の１年内に2,012百万円、１年超に22,426

百万円不動産リース分が含まれております。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

３ オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引の内解約不能のもの

に係る未経過リース料
１年内 2,011百万円
１年超 21,892百万円
合計 23,903百万円
上記の１年内に2,003百万円、１年超に21,878

百万円不動産リース分が含まれております。
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前事業年度
(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

 

４ ファイナンス・リース取引 

（貸主側） 

 (1) リース投資資産の内訳 

  投資その他の資産 

   リース料債権部分          156百万円 

   見積残存価額部分           75百万円 

   受取利息相当額           63百万円 

   リース投資資産          168百万円

 (2) リース債権及びリース投資資産に係るリース料債
   権部分の事業年度末日後の回収予定額

リース債権 リース投資資産

１年以内 8百万円 6百万円

１年超２年以内 8百万円 5百万円

２年超３年以内 8百万円 5百万円

３年超４年以内 8百万円 5百万円

４年超５年以内 8百万円 5百万円

５年超 116百万円 140百万円

（3）所有権移転外ファイナンス・リース取引（新リー

ス会計基準適用開始前の通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっているもの） 

（貸主側）

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 

(百万円)

期末残高 
(百万円)

建物 43 5 37

 

４ ファイナンス・リース取引 

（貸主側） 

 (1) リース投資資産の内訳 

  投資その他の資産 

   リース料債権部分          152百万円 

   見積残存価額部分           75百万円 

   受取利息相当額            62百万円 

   リース投資資産           165百万円

(2) リース債権及びリース投資資産に係るリース料債
   権部分の事業年度末日後の回収予定額

リース債権 リース投資資産

１年以内 8百万円 6百万円

１年超２年以内 8百万円 5百万円

２年超３年以内 8百万円 5百万円

３年超４年以内 8百万円 5百万円

４年超５年以内 8百万円 5百万円

５年超 112百万円 138百万円

（3）所有権移転外ファイナンス・リース取引（新リー

ス会計基準適用開始前の通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっているもの） 

（貸主側）

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 

(百万円)

期末残高 
(百万円)

建物 43 6 37

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1百万円

１年超 20百万円

合計 22百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1百万円

１年超 20百万円

合計 21百万円

 ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

  受取リース料 3百万円

 減価償却費 1百万円

 受取利息相当額 2百万円

 ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 1百万円

減価償却費 0百万円

受取利息相当額 1百万円

 ④ 利息相当額の算定方法

  リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物

件の購入価額を控除した額を利息相当額とし、各期

への配分については利息法によっております。

 ④ 利息相当額の算定方法

 同左

５ オペレーティング・リース取引 
（貸主側） 
  オペレーティング・リース取引の内解約不能のも  
   のに係る未経過リース料

１年内 115百万円

１年超 1,121百万円

合計 1,236百万円

上記の１年内に115百万円、１年超に1,121百

万円不動産リース分が含まれております。

５ オペレーティング・リース取引 
（貸主側） 
  オペレーティング・リース取引の内解約不能のも  
   のに係る未経過リース料

１年内 116百万円

１年超 1,563百万円

合計 1,680百万円

上記の１年内に116百万円、１年超に1,563百

万円不動産リース分が含まれております。
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１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
 （注）前事業年度において、その他有価証券で時価のある株式44百万円の減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、
30％～50％程度下落した場合には、当該金額の回復の可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って
おります。 

  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

(有価証券関係)

区分

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度 
(平成21年８月31日)

取得原価
決算日にお
ける貸借対
照表計上額

差額 取得原価
決算日にお
ける貸借対
照表計上額

差額

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

 株式 15 20 4 32 54 22

 債券 － － － － － －

 その他 － － － － － －

小計 15 20 4 32 54 22

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

 株式 72 25 △46 11 9 △1

 債券 － － － － － －

 その他 10 8 △1 10 9 △0

小計 82 34 △48 21 19 △2

合計 98 54 △43 54 74 19

区分
前事業年度

(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

売却額(百万円) 12 23

売却益の合計額(百万円) 1 －

売却損の合計額(百万円) 15 6

区分

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度 
(平成21年８月31日)

貸借対照表計上額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

  その他有価証券

   非上場株式 66 66

   非上場外国債券 － －

   その他 2 2

合計 68 68
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１ 取引の状況に関する事項 

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前事業年度末(平成21年２月28日) 

期末残高がないため、該当事項はありません。 

  

当事業年度末(平成21年８月31日) 

該当事項はありません。 

(デリバティブ取引関係)

前事業年度
(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

(1) 取引の内容及び利用目的及び取組方針

当社は、金利関連で事業遂行から生じる債権債務に

係る将来の金利変動によるリスクを軽減する目的で、

金利スワップ取引を利用しております。デリバティブ

取引は、将来の為替・金利の変動によるリスク回避を

目的としており、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。

(1) 取引の内容及び利用目的及び取組方針

該当事項はありません。

 ① ヘッジ会計の方法

   特例処理の要件を満たしている金利スワップに
  ついては、特例処理を採用しております。

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） 金利スワップ

（ヘッジ対象） 借入金の利息

 ③ ヘッジ方針

  金利リスクの低減ならびに金融収支改善のため、

対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップにつき、有効

性の評価を省略しております。

(2) 取引に係るリスクの内容

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスク

を有しております。なお、デリバティブ取引の契約先

は、信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契

約不履行による信用リスクはほとんどないと判断して

おります。

(2) 取引に係るリスクの内容

該当事項はありません。

(3) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の実行及び管理は、当社の取締役

会の承認を得て、会社の財務経理部門が行っておりま

す。

(3) 取引に係るリスク管理体制

該当事項はありません。
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前事業年度(平成21年２月28日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の退職一時金制度及び特定退職金共済制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

(退職給付関係)

① 退職給付債務 △191百万円

② 年金資産 －百万円

③ 未認識数理計算上の差異 30百万円

④ 退職給付引当金（①＋②＋③） △160百万円

① 勤務費用 33百万円

② 利息費用 2百万円

③ 消却費用 3百万円

④ 退職給付費用（①＋②＋③） 38百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.00％

③ 数理計算上の差異の処理年数 

  （各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内 

   の一定の年数による按分額を、それぞれ発生の翌期よ 

   り費用処理する方法）

８年
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当事業年度(平成21年８月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の退職一時金制度及び特定退職金共済制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付債務 △216百万円

② 年金資産 －百万円

③ 未認識数理計算上の差異 32百万円

④ 退職給付引当金（①＋②＋③） △184百万円

① 勤務費用 21百万円

② 利息費用 1百万円

③ 償却費用 2百万円

④ 退職給付費用（①＋②＋③） 25百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.00％

③ 数理計算上の差異の処理年数 

  （各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内 

   の一定の年数による按分額を、それぞれ発生の翌期よ 

   り費用処理する方法）

８年
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(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成21年２月28日)

当事業年度 
(平成21年８月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動)

 未払事業税 115百万円

 未払事業所税 20百万円

 ポイント引当金 426百万円

 一括償却資産 16百万円

 棚卸資産評価損 308百万円

 その他 12百万円

 繰延税金資産合計 899百万円

繰延税金資産合計(固定)

 役員退職慰労引当金 108百万円

 一括償却資産 8百万円

 退職給付引当金 64百万円

 減損損失 136百万円

 投資有価証券評価損 19百万円

 その他有価証券評価差額金 2百万円

 その他 16百万円

 繰延税金資産合計 355百万円

 繰延税金資産の純額 1,255百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動)

未払事業税 82百万円

未払事業所税 11百万円

ポイント引当金 511百万円

一括償却資産 15百万円

その他 20百万円

繰延税金資産合計 641百万円

繰延税金資産合計(固定)

役員退職慰労引当金 110百万円

一括償却資産 9百万円

退職給付引当金 74百万円

減損損失 282百万円

投資有価証券評価損 19百万円

その他 15百万円

繰延税金資産合計 511百万円

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △8百万円

繰延税金負債合計（固定） △8百万円

繰延税金資産（固定）の純額 503百万円

繰延税金資産の純額 1,145百万円

２ 法定実効税率と税効果会計の適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率                          40.3％

  (調整)
    のれん償却費等永久に損金に算入

   されない項目              1.2％
     住民税均等割等                          2.5％
     その他                                  0.0％
  税効果会計適用後の法人税等 
  の負担率                               44.0％

２ 法定実効税率と税効果会計の適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率               40.3％
 (調整)
   のれん償却費等永久に損金に算入
 されない項目               1.2％
    住民税均等割等                         2.8％
    その他                               △0.4％

 税効果会計適用後の法人税等 
  の負担率                               43.9％
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前事業年度(自 平成20年３月１日 至 平成21年２月28日) 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度（平成21年２月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ
ションの数については、株式数に換算しております。 

① ストック・オプションの数 

 
 （注）１ 平成20年３月１日付をもって普通株式１株につき1.1株の割合で株式分割を行ったことによる増加であります。 

２ 当社は、平成20年９月１日付でグローウェルホールディングス株式会社の完全子会社となったため、当社のスト

ックオプションは、平成20年８月末日をもってすべて失効しており、その数は、「失効」に含めて表示しており

ます。 

② 単価情報 

 
  

当事業年度(自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日) 

  該当事項はありません。 

(ストックオプション等関係)

平成16年ストック・オプション 平成17年ストック・オプション

決議年月日 平成16年11月25日開催の定時株主総会 平成17年11月26日開催の定時株主総会

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役、監査役及び従業員合計
783名

当社及び当社子会社の取締役、監査役
及び従業員合計1,631名

株式の種類及び付与数 普通株式 292,900株 普通株式 486,600株

付与日 平成16年12月１日 平成18年３月１日

権利確定条件
付与日（平成16年12月１日）以降、権
利確定日（平成18年11月30日）まで継
続して勤務していること。

付与日(平成18年３月１日)から権利確
定日(平成20年２月末日)まで継続して
勤務していること。

対象勤務期間 ２年間（自 平成16年12月１日 
        至 平成18年11月30日）

２年間（自 平成18年３月１日 
        至 平成20年２月末日）

権利行使期間 ２年間（自 平成18年12月１日 
        至 平成20年11月30日）

２年間（自 平成20年３月１日
        至 平成22年２月末日）

平成16年ストック・オプション 平成17年ストック・オプション

決議年月日 平成16年11月25日開催の定時株主総会 平成17年11月26日開催の定時株主総会

権利確定前

 期首（株） － 431,200

 付与（株） － －

 株式分割による増加(株)(注)1 － 43,120

 失効（株） － －

 権利確定（株） － 474,320

 未確定残（株） － －

権利確定後

 期首（株） 238,733 －

 権利確定（株） － 474,320

 株式分割による増加(株)(注)1 23,873 －

 権利行使（株）                       3,724 －

 失効（株）(注)2 258,882 474,320

 未行使残（株） － －

平成16年ストック・オプション 平成17年ストック・オプション

決議年月日 平成16年11月25日開催の定時株主総会 平成17年11月26日開催の定時株主総会

権利行使価格(円)                   2,570 －

行使時平均株価(円)                   2,946 －

付与日における公正な評価単価
(円)

                 － －

108



前事業年度（自 平成20年３月１日 至 平成21年２月28日） 

「第５ 経理の状況 １連結財務諸表 注記事項の企業結合等関係のパーチェス法適用における記載内

容と同一であるため記載しておりません。 

  

当事業年度（自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日） 

  該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係)
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前事業年度（自 平成20年３月１日 至 平成21年２月28日） 

  関連当事者との取引 

 役員及び個人主要株主等 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

       (注)１ 鈴木孝之の連帯保証の金額は、２店舗の地代家賃（年額）であります。 

           ２ 弁護士報酬は、日本弁護士連合会が定めていた従前報酬等基準規定に準じて支払っております。 

           ３ 連帯保証については、保証料の支払い及び担保提供は行っておりません。 

           ４ 上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当事業年度(自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日) 

(追加情報) 

当事業年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準委

員会企業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

企業会計基準適用指針第13号)を適用しております。 

なお、これによる開示対象の変更はありません。 

  

１ 関連当事者との取引 

(1) 財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

(ア)財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等 

      該当事項はありません。 

(イ)財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

      該当事項はありません。 

(ウ)財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子
会社等 

      該当事項はありません。 

(エ)財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等 

 
  取引条件及び取引条件の決定方針等 

     （注）１ 鈴木孝之の連帯保証の金額は、２店舗の地代家賃（年額）であります。 

            ２ 上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

グローウェルホールディングス株式会社(東京証券取引所に上場) 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

(関連当事者情報)

種類
会社等の名称 
又は氏名

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員 鈴木孝之
当社
代表取締役 
会長兼社長

（被所有）
間接3.26％ －

店舗賃貸借契
約の連帯保証

31 － －

役員 多比羅誠
当社監査役 
弁護士

－ －
弁護士報酬の
支払

7 － －

種類
会社等の名称 
又は氏名

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員 鈴木孝之
当社
代表取締役

（被所有）
間接3.27％

－
店舗賃貸借契
約の連帯保証

14 － －
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（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

   該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

１株当たり純資産額 1,465円61銭 1,530円11銭

１株当たり当期純利益 241円23銭 113円10銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

241円07銭 －円－銭

当社は、平成20年３月１日付で普通株式
１株に対して普通株式1.1株の割合で株式
分割を行いました。  
 前期首に当該株式分割が行われたと仮
定した場合における前事業年度の（１株
当たり情報）の各数値は以下のとおりで
あります。  
１株当たり純資産額   1,252円23銭  
１株当たり当期純利益   190円94銭  
潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益   190円10銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
は、潜在株式が、存在しないため記載し
ておりません。

項目
前事業年度

(自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成21年８月31日)

損益計算書上の当期純利益 
(百万円)

2,769 1,299

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

－ －

普通株式に係る当期純利益 
(百万円)

2,769 1,299

普通株式の期中平均株式数(株) 11,482,043 11,488,998

当期純利益調整額(百万円) － －

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に用いられた普通株式増加
数(株)
(新株予約権) 7,357 －

(重要な後発事象)

111



    前事業年度（自 平成20年３月１日 至 平成21年２月28日） 

  

 
（注） １ 当期増加額及び当期減少額のうち主なものは、次のとおりです。 

 
２ 「当期償却額」欄の（ ）は、内書きで減損損失による計上額であります。 

３ 「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。 

   (附属明細表)

 (有価証券明細表)

 有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定によ
り記載を省略しております。

 (有形固定資産等明細表)

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累 

計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 6,108 1,712 180 7,640 2,001
557

（42)
5,639

 構築物 768 271 23 1,016 471
122
（7)

544

 機械及び装置 1 － － 1 1 0 0

 車両運搬具 1 － 0 1 1 0 0

 器具備品 1,140 87 87 1,140 841
130
(2)

298

 土地 2,457 202 36 2,622 － － 2,622

 リース資産 － 2,714 － 2,714 185 185 2,529

 建設仮勘定 65 3,149 2,513 701 － － 701

有形固定資産計 10,543 8,138 2,842 15,839 3,502
995
(52)

12,336

無形固定資産

 のれん 571 － － 571 371 151 199

借地権 28 － － 28 － － 28

 ソフトウェア 403 53 － 456 331 88 125

 リース資産 － 156 － 156 14 14 142

 電話加入権 21 0 0 20 － － 20

無形固定資産計 1,023 209 0 1,233 717 253 515

長期前払費用 765 8 208 564 33 10 531

(1)建物 (4)建設仮勘定

（主な増加） （主な増加）

  茨城境町店    142百万円  古川諸川店 72百万円

 甲府池田店 111百万円  甲府池田店 129百万円

(2)土地 （主な減少）

（主な増加）  古河諸川店 106百万円

 甲府若松町物件 190百万円  甲府池田店 129百万円

（主な減少）

 板橋下赤塚売却 36百万円

(3)有形リース資産

（主な増加）

 岡谷長地店 141百万円

 練馬石神井店 113百万円

 横浜綱島店 106百万円
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 (注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。 

２ 決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

 
  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の

総額 

 
  

 
（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

 (社債明細表)

銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

普通社債
平成16年 
３月22日

30
(20)

10
(10)

0.72 なし
平成21年
３月19日

普通社債
平成15年 
７月25日

25
(25)

－ 0.42 なし
平成20年
７月25日

合計 －
55

(45)
10

(10)
－ － －

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内 
(百万円)

３年超４年以内 
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

10 － － － －

 (借入金等明細表)

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,000 750 2.25 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,617 2,643 0.58 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 301 0.62 －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,317 10,365 0.58
 平成23年３月31日～
平成27年11月30日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

－ 1,008 0.62
 平成25年２月５日～
平成26年１月23日

その他有利子負債 － － － －

合計 3,934 15,068 － －

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内 

(百万円)
３年超４年以内 

(百万円)
４年超５年以内 

(百万円)

長期借入金 2,429 2,347 2,243 1,618

リース債務 291 294 298 123

 (引当金明細表)

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
目的使用 
(百万円)

当期減少額 
その他 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 0 1 － 0 1

ポイント引当金 860 1,058 860 － 1,058

役員退職慰労引当金 258 19 10 － 268
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    当事業年度（自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日） 

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により
記載を省略しております。 

  

 
（注） １ 当期増加額及び当期減少額のうち主なものは、次のとおりです。 

 
２ 「当期償却額」欄の( )は、内書きで減損損失による計上額であります。 

３ 「当期減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。 

   (附属明細表)

 (有価証券明細表)

 (有形固定資産等明細表)

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累 

計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 7,640 1,406 34 9,012 2,413
417 

 (104)
6,599

 構築物 1,016 101 0 1,117 551
80 
(6)

565

 機械及び装置 1 － － 1 1 0 0

 車両運搬具 1 － － 1 1 0 0

 器具及び備品 1,140 104 0 1,244 909
67 
(4)

335

 土地 2,622 4 － 2,627 － － 2,627

 リース資産 2,714 1,032 － 3,747 400 215 3,346

 建設仮勘定 701 901 1,497 105 － － 105

有形固定資産計 15,839 3,550 1532 17,857 4,277
780

（115）
13,580

無形固定資産

 のれん 571 － － 571 447 75 123

 借地権 28 － － 28 － － 28

 ソフトウエア 456 39 － 496 376 44 119

 リース資産 156 60 － 217 34 20 183

 電話加入権 20 － － 20 － － 20

無形固定資産計 1,233 99 － 1,333 857 140 475

長期前払費用 564 21 19 567 39 5 528

(1)建物

（主な増加）

 松戸療養所 552百万円

(2)建設仮勘定

（主な減少）

 松戸療養所 622百万円
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(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。 

２ 決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

該当事項はありません。 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の

総額 

 
  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

 (社債明細表)

銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

普通社債
平成16年 
３月22日

10
(10)

－ 0.72 なし
平成21年
３月19日

合計 －
10

(10)
－ － － －

 (借入金等明細表)

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 750 730 0.89 －

１年以内に返済予定の長期借入金 2,643 2,993 0.56 －

１年以内に返済予定のリース債務 301 464 0.49 －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

10,365 9,919 0.56
 平成23年３月31日～
平成27年11月30日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,008 1,429 0.49
 平成25年２月５日～
平成26年７月23日

その他有利子負債 － － － －

合計 15,068 15,536 － －

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内 

(百万円)
３年超４年以内 

(百万円)
４年超５年以内 

(百万円)

長期借入金 2,622 2,422 23 1,095

リース債務 446 451 414 116

 (引当金明細表)

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 1 1 － 1 1

ポイント引当金 1,058 1,264 1,058 － 1,264

役員退職慰労引当金 268 4 － － 272
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(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

会社法第189条第２号各号に掲げる権利 
取得請求権付株式の取得を請求する権利 
株主の有する株式数の応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ９月１日から８月31日まで

定時株主総会 11月中

基準日 ８月31日

剰余金の配当の基準日
８月31日 
２月末日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所  ―

  買取手数料 有料

公告掲載方法

電子公告の方法により行います。ただし、やむを得ない事由により電子公告をするこ
とが出来ないときは、日本経済新聞に掲載し公告します。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。

http://www.growell.jp

株主に対する特典

毎年８月31日現在の最終株主名簿及び実質株主名簿に記載または、記録された株主に
対し、当社お買い物優待券を以下の基準により贈呈いたします。

（贈呈基準）

100株以上500株未満保有の株主  3,000円分

500株以上保有の株主       5,000円分
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当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

２ 【その他の参考情報】

(1) 四半期報告書、四半期報告

書の確認書

事業年度

(第１期第１四半期)

自 平成20年９月１日

至 平成20年11月30日

平成21年１月14日

関東財務局長に提出。

事業年度

(第１期第２四半期)

自 平成20年12月１日

至 平成21年２月28日

平成21年４月14日

関東財務局長に提出。

事業年度

(第１期第３四半期)

自 平成21年３月１日

至 平成21年５月31日

平成21年７月15日

関東財務局長に提出。

(2) 四半期報告書の訂正報告

書、四半期報告書の訂正報

告書の確認書

事業年度

(第１期第１四半期)

自 平成20年９月１日

至 平成20年11月30日

平成21年２月４日

関東財務局長に提出。

事業年度

(第１期第１四半期)

自 平成20年９月１日

至 平成20年11月30日

平成21年４月14日

関東財務局長に提出。

事業年度 

(第１期第１四半期)

自 平成20年９月１日 

至 平成20年11月30日

 平成21年７月15日 

 関東財務局長に提出。

事業年度

(第１期第２四半期)

自 平成20年12月１日

至 平成21年２月28日

平成21年７月15日

関東財務局長に提出。

(3) 確認書の訂正報告 事業年度

(第１期第１四半期)

自 平成20年９月１日

至 平成20年11月30日

平成21年２月４日

関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第６号の２（提出会社が株式交換完全親会社

となる株式交換が行われることが提出会社の業

務執行を決定する機関により決定されたこと）

の規定に基づく臨時報告書

平成21年６月２日

関東財務局長に提出。

(5) 臨時報告書の訂正報告書 訂正報告書（上記（4）臨時報告書の訂正報告

書）

平成21年８月３日

関東財務局長に提出。
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該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年11月27日

グローウェルホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているグローウェルホールディングス株式会社の平成20年９月１日から平成21年８月31日までの

連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、

連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、グローウェルホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年８月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大 橋 洋 史 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  田 中 達 美 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  廣 田 剛 樹 印
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、グローウェルホ

ールディングス株式会社の平成21年８月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る

内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独

立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財

務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、グローウェルホールディングス株式会社が平成21年８月31日現在の財務報告に係る内部統

制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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平成21年11月27日

グローウェルホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているグローウェルホールディングス株式会社の平成20年９月１日から平成21年８月31日までの

第１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、グローウェルホールディングス株式会社の平成21年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

独立監査人の監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大 橋 洋 史   印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  田 中 達 美   印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  廣 田 剛 樹   印

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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